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第 19回労働組合費に関する調査報告書 

                                      

連合・連合総研共同調査  

調査の企画・設計のため連合内に「労働組合費調査アドバイザー会議」 （19 構成組織によ

り構成）を設置  

 

「労働組合費調査」は、組合活動を支える組合財政の実態を解明することを目的に、1975

年以降、（社）アジア社会問題研究所がほぼ 2年おきに実施してきた、組合財政に関する数

少ない調査の一つである。そのため、同研究所の解散に伴い、第 14 回調査（2003 年）か

らは、連合（日本労働組合総連合会）及び（公財）連合総研（連合総合生活開発研究所）が

引き継いで実施している。  

今回の調査では、前回までの調査項目に加えて、会計監査の外部委託化の実態について、

新たな設問を追加した。 
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